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第１章 総 則

第１節 目的

（目的）

１．この計画は、水防法（昭和 24 年法律第 193 号以下「法」という。）第４条の規定

により北海道知事から指定された指定水防管理団体たる泊村が、法第３３条の規定

に基づき、泊村における水防事務の調整及びその円滑な推進のため必要な事項を規

定し、洪水、津波又は高潮に際し、水災を警戒し、防御し、及びこれによる被害を

軽減し、もって公共の安全を保持することを目的とする。

第２節 水防の責任及び処理すべき事務又は業務の大綱

法に定める水防に関係のある機関等の水防の責任及び処理すべき事務又は業務の大

綱は次のとおりとする。

（水防の責任）

村は、その区域における水防を十分に果たすべき責任を有する（法第３条）。

（処理すべき事務又は業務の大綱）

１．水防管理団体（泊村）

（１）水防団の設置（法第５条）

（２）平常時における河川等の巡視（法第９条）

（３）水防団及び消防機関等の出動準備又は出勤（法第１７条）

（４）警戒区域の設定（法第２１条）

（５）警察官の援助の要求（法第２２条）

（６）他の水防管理者又は市町村長若しくは消防庁への応援要請（法第２３条）

（７）堤防決壊等の通報、決壊後の措置（法第２５条、法第２６条）

（８）避難のための立ち退きの指示（法第２９条）

（９）水防協力団体の指定（法第３６条）

２．指定水防管理団体

指定水防管理団体は、前項のほか次の事項を行わなければならない。

（１）消防機関が水防を十分行えない場合の水防団の設置（法第５条第２項）

（２）水防計画の策定、知事への届け出及び要旨の公表（法第３３条第１項、第２

項及び第３項）

（３）毎年の水防訓練の実施（法第３２条第２項）

３．村防災会議

浸水想定区域における円滑迅速な避難を確保するための措置（法第１５条）

４．岩内・寿都地方消防組合（消防署泊支署）

岩内・寿都地方消防組合消防署泊支署（以下「消防機関」という。）は、村と密接

な連絡をとり、村の区域における水防を十分に果たす責任を有するものとする。

５．後志総合振興局
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（１）後志総合振興局は、村が行う水防が十分効果を発揮するよう指導に努めること。

（２）後志総合振興局長は、次に掲げる通知を受けたときは、直ちに関係水防管理者

等にその内容を通知すること。

ア．法第１０条第１項及び気象業務法第１４条の２第１項の規定により、札幌管

区気象台が気象、津波、高潮及び洪水について水防活動を必要とする予報及び

警報を発表し、その通知を受けた場合。

イ．法第１６条第３項の規定により、国土交通大臣又は北海道知事が行う水防警

報についての通知を受けた場合。

６．後志総合振興局保健環境部岩内地域保健室（岩内保健所）

岩内地域保健室は、水災時における医療、防疫について必要な連絡調整、援助及

び指導を行うものとする。

７．後志総合振興局小樽建設管理部共和出張所

（１）共和出張所は、水防活動に必要な技術等の指導に努め、洪水等による危険が切迫

した場合において、水災を防御し又はこれによる被害を軽減する措置を講ずるもの

とする。

（２）共和出張所長は、観測した雨量を必要に応じ水防管理者に通知するものとする。

８．札幌方面岩内警察署

（１）岩内警察署は、水災等の情報の収集、人心の安定のための広報活動の実施及び

水防活動用警報の伝達について協力するものとする。

（２）岩内警察署は、警戒区域居住者等の避難誘導、被害者の救助等について協力す

るものとする。

（３）岩内警察署は、水災時における水防活動用車両の優先通行の確保、交通秩序の

維持、各種犯罪の取り締まりを行うものとする。

法第 24 条の規定により、村の区域に居住する者、又は水防の現場にある者は水

防管理者又は消防機関の長から水防に従事することを求められたときは、これに従

うものとする。

10．津波における留意事項

津波は、発生地点から当該沿岸までの距離に応じて「遠地津波」と「近地津波」

に分類して考えられる。遠地津波の場合は原因となる地震発生からある程度時間が

経過した後、津波が襲来する。近地津波の場合は、原因となる地震発生から短時間

のうちに津波が襲来する。

従って、水防活動及び水防団員自身の避難に利用可能な時間は異なる。遠地津波

で襲来まで時間がある場合は、正確な情報収集、水防活動、避難誘導等が可能なこ

とがある。しかし、近地津波で、かつ安全な場所への避難場所までの所要時間がか

かる場合は、水防団員自身の避難以外の行動が取れないことが多い。従って、あく

までも水防団員自身の避難時間を確保したうえで、避難誘導や水防活動を実施しな

９．居住者等の義務

ければならない。
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11．安全配慮

洪水、津波又は高潮のいずれにおいても、水防団員自身の安全確保に留意して水

防活動を実施するものとする。避難誘導や水防作業の際も、水防団員自身の安全は

確保しなければならない。また、水防管理団体の長は、水防団自身の安全確保に留

意した水防計画を定めなければならない。

第２章 水防組織

第１節 村の組織

（組織）

１．村は、泊村災害本部条例（昭和 37 年泊村条例第 12 号）及び「泊村地域防災計画」

（第３章第２節災害対策連絡本部、第３節災害対策本部）の定めるところに準じ、

泊村水防本部（以下「水防本部」という。）を設置し、水防に関する事務を処理する。

なお、水防本部の組織は別表１、水防に関係ある各部の水防業務の大綱は別表２

のとおりとする。

また、村に災害対策本部が設置されたときは、災害対策本部でその事務を行う。

（防災会議）

２．村は、法第 33 条第 2 項の規定に基づき、泊村防災会議において水防計画その他

水防に関する重要な事項を調査審議させるものとする。

（消防機関の水防分担区域）

３．消防機関の水防分担区域は、別表３のとおりとする。

第２節 隣接町村水防管理団体及び警察官との協力応援

（隣接町村水防管理団体との協力応援）

１．法第 23 条の規定に基づき隣接町村水防管理団体との協力連絡系統は、次のとお

りとする。

泊 村 水 防 管 理 団 体

℡ 0135－75－2021

共和町水防管理団体

℡ 0135－73－2011

神恵内村水防管理団体

℡ 0135－76－5011
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（警察との協力応援）

２．警察に対し、水防管理者又は消防機関の長が協力応援を求めるときの法に規定さ

れている事項は、次のとおりである。

（３）警察通信施設の使用 法第 27 条 2 項

（１）警戒区域の監視 法第 21 条 2 項

（２）警察官の出動 法第 22 条

（４）避難のための立退きの指示 法第 29 条

第３章 水防区域及び水防施設

第１節 水防区域の指定

（水防区域の指定）

１．村内河川の水防区域は、別表４、市街地における低地帯の浸水予想区域は別表５

のとおりである。

また、高波・高潮・津波等により災害が予想され警戒を必要とする区域は、別表

６のとおりである。

第２節 水防施設

（雨量観測所等）

１．村の主要な雨量観測所の位置は、別表７のとおりである。

（水防用資機材の備蓄）

２．村の水防用資機材の備蓄は、別表８のとおりである。

なお、消耗資財については村の保有するもののほか、必要に応じて発注調達する

ものとする。

（樋門等の設置場所等）

３．村の樋門等の設置場所、管理者、構造等は別表９のとおりである。

（水防用土砂採取場）

４．水防管理者は、水災に備え水防用土砂の推積状況を把握しておくものとする。

水防用土砂推積場所は、別表 10 のとおりである。

第４章 通信連絡

第１節 村の通信施設

（村の通信施設）

１．村の水災時における災害情報及び被害報告等の通信連絡の方法は「泊村地域防災

計画」（第６章第３節災害通信計画）の定めるところによるものとする。

（２）非常監視時及び水防活動時の水防本部との情報連絡は、携帯電話及び防災無線

及び消防無線を利用して行なうものとする。
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第２節 公衆通信施設

（通信施設の優先利用等）

１．水防管理者、消防機関の長またはこれらの命を受けた者は、水災時の水防通信に

おいては、村及び消防機関の通信施設を基本的に使用するものであるが、水防上緊

急を要する場合には、法第 27 条第 2 項の規定により、電気通信設備を優先的に利

用し、又は専用通信施設を使用することができる。

第３節 気象等の通信

（水防活動の利用に適合する予報及び警報等）

１．水防管理者または水防に関係ある機関は、常に気象の状況に注意するとともに、

札幌管区気象台から発表される次の水防活動用注意報、警報の処理に遺漏のないよ

うにしなければならない。

水防活動の利用に適合する（水防活動用）注意報及び警報は、一般の利用に適合

する注意報、警報及び特別警報をもって代える。なお、水防活動の利用に適合する

特別警報は設けられていない。

水防活動の利用に適合する注意報及び警報の種類と対応する一般の利用に適合す

る注意報、警報及び特別警報の種類並びに内容は次のとおりである。
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水防活動の利用に適合する注意報及び警報の種類・内容

水 防 活 動 の 利 用 に

適合する注意報・警報

一 般 の 利 用 に 適 合 す る

注意報・警報・特別警報
内 容

水 防 活 動 用

気 象 注 意 報
大 雨 注 意 報

大雨による災害が発生するおそれが

あると予想されたときに発表される

水 防 活 動 用

津 波 注 意 報
津 波 注 意 報

津波により沿岸部において災害が発

生するおそれがあると予想したとき

に発表される

水 防 活 動 用

高 潮 注 意 報
高 潮 注 意 報

台風や低気圧による異常な海面の上

昇により災害が発生するおそれがあ

ると予想されたときに発表される

水 防 活 動 用

洪 水 注 意 報
洪 水 注 意 報

大雨、長雨、融雪などにより河川が増

水し、災害が発生するおそれがあると

予想されたときに発表される

水 防 活 動 用

気 象 警 報

大 雨 警 報
大雨による重大な災害が発生するおそれ

があると予想されたときに発表される

大 雨 特 別 警 報

大雨による重大な災害が発生するおそ

れが著しく大きいと予想されたときに

発表される

水 防 活 動 用

津 波 警 報

津 波 警 報

津波により沿岸部や川沿いにおいて重

大な災害が発生するおそれがあると予

想されたときに発表される

津 波 特 別 警 報

津波により沿岸部や川沿いにおいて重

大な災害が発生するおそれが著しく大

きいと予想されたときに発表される

（なお、「大津波警報」の名称で発表する）

水 防 活 動 用

高 潮 警 報

高 潮 警 報

台風や低気圧による異常な海面の上昇

により重大な災害が発生するおそれが

あると予想されたときに発表される

高 潮 特 別 警 報

台風や低気圧による異常な海面の上昇

により重大な災害が発生するおそれが

著しく大きいと予想されたときに発表

される

水 防 活 動 用

洪 水 警 報
洪 水 警 報

大雨、長雨、融雪などにより河川が増

水し、重大な災害が発生するおそれが

あると予想されたときに発表される

（注）１ 注意報とは気象現象によって災害が起こるおそれがある場合にその旨を注

意して行う予報をいう。

２ 警報とは、気象現象によって重大な災害が起こるおそれがある旨を警告し

て行う予報をいう。

３ 特別警報とは、気象現象によって重大な災害が起こるおそれが著しく大き

い場合、その旨を警告して行う予報をいう。
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（水防活動の利用に適合する予報及び警報の伝達）

２．村は水防活動用気象警報等を受けたときの伝達方法は「泊村地域防災計画」（第４

章第２節気象等に関する特別警報・警報・注意報及び火災気象通報）の定めるとこ

ろによるものとする。

第４節 水防信号

（水防信号）

１．法第 20 条の規定により知事が定める水防信号は、次のとおりである。

（１）第１信号 はん濫注意水位（警戒水位）に達したことを知らせるもの

（２）第２信号 消防機関に属する者の全員が出動すべきことを知らせるもの

（３）第３信号 村の区域内に居住する者が出動すべきことを知らせるもの

（４）第４信号 必要と認める区域内の居住者に避難のため立ち退くべきことをしら

せるもの

（５）地震による堤防の漏水、沈下等の場合及び津波の場合は、上記に準じて取り扱

う。

水防信号

信号別／方法 サ イ レ ン 信 号

第１信号

約

５秒 15 秒 ５秒 15 秒 ５秒 15 秒 ５秒 15 秒

○ － 休 止 － ○ － 休 止 － ○ － 休 止 － ○ － 休 止

第２信号

約

５秒 ６秒 ５秒 ６秒 ５秒 ６秒 ５秒 ６秒

○ － 休 止 － ○ － 休 止 － ○ － 休 止 － ○ － 休 止

第３信号

約

10 秒 ５秒 10 秒 ５秒 10 秒 ５秒 10 秒 ５秒

○ － 休 止 － ○ － 休 止 － ○ － 休 止 － ○ － 休 止

第４信号

約

１分 ５秒 １分

○ － 休 止 － ○ －

（備考）１．信号は、適宜の時間継続すること。

２．危険が去ったときは、広報車及び有線放送により周知するものとする。

第５節 決壊・越水等の通報

（決壊・越水等の通報）

１．堤防等が決壊・越水した場合は、水防管理者および消防機関の長は直ちに次によ

り通報するものとする。
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注）消防機関の長は、水防管理者が現場に所在せず、緊急に通報する必要があると判

断したときは、系統図に準じ通報するものとする。

（決壊・越水後の措置）

２．法第 26 条の規定により、堤防その他の施設が決壊・越水したときにおいても、

水防管理者、消防機関の長等は、できる限り氾濫による被害が拡大しないよう努め

るものとする。

第６節 水防通信連絡

（水防通信連絡）

１．水防に関し、村と関係機関と相互に行う通信連絡は、別表 11 によるものとする。

第７節 雨量・潮位観測

（雨量・潮位観測の伝達）

１．雨量・潮位観測の通信系統は、次のとおりとする。

後志総合振興局

小樽建設管理部

共 和 出 張 所

水防管理者

泊 村

水 防 管 理 者

（ 泊 村 長 ）

消防機関の長

（ 消 防 長 ）

（災害派遣要請）

岩内・寿都地方

消 防 組 合

岩 内 警 察 署 北海道警察本部

北 海 道

（維持管理防災課）

後志総合振興局

小樽建設管理部

共 和 出 張 所

（施設保全室）

後志総合振興局

（地域創生部

地域政策課主幹）

一 般 住 民

隣 接 町 村 長

報 道 機 関

関係総合振興局

又は振興局

自 衛 隊

北海道開発局

（地方整備課）

北 海 道

（危機対策課）
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第５章 水防活動

第１節 水防管理団体の非常配備体制

（村の非常配備体制）

１．水防管理者の指令する村の非常配備体制は、「泊村地域防災計画」（第３章第３節

災害対策本部）に定める非常配備に関する基準に準ずるものとする。

区 分 配 備 時 期 配 備 内 容

災 害 対 策

連 絡 本 部

の 設 置 前

第１

非常

配備

１．水防活動の利用に適合する予報及

び警報が発表され、洪水、津波又は

高潮のおそれがあるとき。

２．その他必要により、本部長が当該

非常配備を指令したとき。

情報収集・連絡のため、少数

人員をもってあてるもので、

気象等の状況により、さらに

次の配備に移行できる体制。

災 害 対 策

連 絡 本 部

の 設 置 後

第２

非常

配備

１．大型台風の接近等で被害の発生が

予想されるとき。

２．洪水、津波又は高潮等により、人

的被害又は住家被害が発生し、さら

に被害の拡大が予想されるとき

３．その他必要により、本部長が当該

非常配備を指令したとき。

連絡本部の各部の所要人員

をあてるもので、発生と同時

にそのまま非常活動が開始

できる体制。

災 害 対 策

本 部 の 設

置後

第３

非常

配備

１．洪水、津波又は高潮等により多く

の住家や人的被害が発生し、被害の

拡大が予想されるとき。

２．洪水、津波又は高潮等により多く

の地域で避難勧告や孤立集落等が

発生し、応急対策が必要なとき。

３．洪水、津波又は高潮等により多く

の交通機関の障害、生活基盤の被害

が発生し、応急対策が必要なとき。

４．予想されない重大な災害が発生し

たとき。

災害対策本部の全員をもっ

てあたり、状況によりそれぞ

れの災害応急活動ができる

体制。

（２）消防機関の長の指令する消防機関の非常配備体制は、「泊村地域防災計画」（第

５章第９節消防計画）にさだめるところによる。

（非常配備を指令したときの処置）

２．水防管理者は、非常配備を指令したときは、水防に関する機関に対し、通知する

ものとする。
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第２節 巡視及び警戒体制

（常時巡視）

１．水防管理者及び消防機関の長は、巡視員に水防区域の堤防及び樋門等を巡視させ

るものとする。

巡視員は、水防上危険であると認められる箇所を発見したときは、直ちに水防管

理者及び消防機関の長に報告しなければならない。

この場合において、水防管理者及び消防機関の長は当該河川、堤防等の管理者に

連絡し必要な措置を求めるものとする。

なお、巡視責任者は別表 12 のとおりである。

（非常巡視）

２．水防管理者及び消防機関の長は、非常配備を指令したときは巡視員を増員し、水

防区域の巡視を厳重にし、下記事項等の異常を発見したときは直ちに後志総合振興

局長及び当該河川管理者に連絡するとともに速やかに水防作業を実施しなければな

らない。

①居住地側堤防斜面の漏水又は堤防内の浸透水の飽和による亀裂及び崩れ。

②川側堤防斜面で水当たりの強い場所の亀裂又は一部流出（崩壊）。

③堤防上面の亀裂又は沈下

④堤防の越水状況。

⑤（排・取）水門の両袖又は底部からの漏水と扉の締り具合。

⑥橋梁その他構造物と取付部分の異常。

第３節 警戒区域の設定

（警戒区域の設定）

１．消防機関に属する者は、法第 21 条の規定に基づき、水防上緊急の必要がある場

合においては、警戒区域を設定し、水防関係者以外の者に対してその区域への立ち

入りを禁止し、若しくは制限し、又はその区域から退去を命ずることができるもの

とする。

（警察官の警戒区域の設定）

２．前項に定める場合において、消防機関に属する者から要求があったときは、警察

官は、消防機関に属する職権を行うことができるものとする。

第４節 水防作業

（水防作業）

１．水防作業を必要とする異常事態が発生したときは、被害を未然に防止し、又は被

害拡大を防ぐため堤防の構造、流速、護岸の状況等を考慮して最も適切な工法を選

択し実施するものとする。

水防管理者は、平常時から水防実施関係者に水防工法等を習熟させ、災害時にお

いても最も適切な作業が即時に実施できるよう努めなければならない。
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第５節 避難及び立退き

（避難及び立退き）

１．法第 29 条の規定により、水防管理者が避難のための立退きを指示した場合はそ

の旨を北海道知事（後志総合振興局長）及び当該区域を管轄する警察署長に通知す

るものとする。

（避難場所の指定及び避難者等の移送）

２．災害による避難のための立退き指示等は、前項に定めるもののほか「泊村地域防

災計画」（第６章第５節避難対策計画）の定めるところによる。

第６章 公用負担等

第１節 公用負担

（公用負担）

１．法第 28 条第１項の規定により、水防のため必要があるときは、水防管理者又は

消防機関の長は水防の現場において次の権限を行使することができる。

（１）必要な土地の一時使用

（２）土石、竹木、その他の資材の使用、又は収用

（３）車両、その他運搬用機器の使用

（４）工作物、その他障害物の処分

（公費負担権限委任証）

２．公用負担を命ずる権限を行使する者は、水防管理者又は消防機関の長にあっては、

その身分を示す証明書を、その他これらの者の委任を受けた者は、別紙様式１に

定める公用負担権限委任証を携行し、必要がある場合は、これを提示しなければ

ならない。

（公用負担命令票）

３．公用負担を命ずる権限を行使する者は別紙様式２に定める公用負担命令票を２通

作成し、その１通を目的物の所有者、管理者又はこれに準ずる者に交付するもの

とする。

（損失補償）

４．法第 28 条第 2 項の規定により、水防管理団体は、公用負担の権限を行使するこ

とにより損失を受けた者に対し、時価によりその損失を補償するものとする。

第２節 公務災害補償

（公務災害補償）

１．水防管理者は、法第 24 条の規定により、水防に従事した者が水防に従事したこ

とにより、死亡し、負傷し、若しくは病気にかかり、又は水防に従事したことによ

る負傷、若しくは病気により死亡し、若しくは障害の状態になったときは、法第 45
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条の規定に基づき「市町村消防団員等公務災害補償条例（北海道市町村総合事務組

合 昭和 32 年２月 13 日条例第１号）」の定めるところにより、その者又はその者の

遺族がこれらの原因によって受ける損害を補償するものとする。

第７章 水防報告

（水防報告）

１．水防管理者は、次に定める事態が発生したときは、速やかに後志総合振興局長に

報告するものとする。

（１）消防機関を出動させたとき。

（２）他の水防管理団体に応援を求めたとき。

（３）その他報告を必要と認める事態が発生したとき。

（水防活動実施報告）

２，水防管理者は、水防活動が終結したときは速やかに記録を整理し、次の調査対象

期間ごとに別紙様式３による水防活動実施報告書を作成の上、所定の期日までに後

志総合振興局長に報告するものとする。

【調査対象期間】１月～５月、６月～７月、８月～９月、１０月～１２月

第８章 水防訓練

（水防訓練）

１．水防管理者は、法第 32 条の 2 の規定により、消防機関の職員及び団員に対し、

水防作業等の技能を習得させるため、水防訓練を実施しなければならない。





別 表 様 式 別 図

別 表１．水防本部の組織 13

２．水防に関係ある各部の水防業務大綱 14～15

３．消防機関の水防分担区域 16

４．水防区域 16

５．市街地における低地帯の浸水予想区域 16

６．高波・高潮・津波等により災害が予想され警戒を必要とする区域 17

７．本村の区域内に設置されている雨量観測所の位置 17

８．水防用資機材の備蓄場所 18

９．樋門等の設置場所 18

10．水防用土砂推積場所 18

11．村と関係機関と相互に行う通信連絡 19

12．村の巡視責任者 19

資 料

１．別紙様式１．公用負担権限委任証 20

２．別紙様式２．公用負担命令書 21

３．別紙様式３．水防活動実施報告書 22

４．水防区域 23

５．市街地における低地帯の浸水予測区域 24
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別表２

水 防 に 関 係 あ る 各 部 の 水 防 業 務 大 綱

部 班 所 掌 事 務

１．水防本部の運営に関すること。

２．庁内非常配備体制の伝達・調整に関すること。

３．庁内の電力及び電話通信の管理及び確保に関すること。

４．自衛隊の派遣要請に関すること。

５．災害に係る国、道への報告に関すること。

６．その他、他の部、班に属させないこと。

１．災害情報、気象情報の収集伝達に関すること。

２．災害対策の業務計画に関すること。

３．関係市町村及び関係機関との連絡調整に関すること。

４．被害地との連絡、交通網の確保に関すること。

５．各部との連絡調整に関すること。

１．災害広報の企画及び実施に関すること。（非常警報、避難勧告、避難解除等）

２．災害報道記事及び災害写真等の収集に関すること。

３．災害対策活動の記録に関すること。

４．報道機関との連絡調整に関すること。

１．災害対策予算措置及び経理に関すること。

２．災害応急対策及び災害復旧に要する資金計画に関すること。

３．災害対策用物資の出納に関すること。

１．避難所の開設及び避難者の誘導、収容に関すること。

２．被災者の人命救助計画作成及び実施に関すること。

３．日本赤十字北海道支社の救助活動の連絡調整に関すること。

４．生活必需物資、義援金品の受付及び配分に関すること。

５．医療機関に対する応援要請に関すること。

６．被災者に対する応急医療に関すること。

７．防疫計画の作成及びその実施に関すること。

８．じん芥の収集、し尿の汲み取り、その他環境衛生の確保に関すること。

９．死体の収容及び埋葬に関すること。

10．住民組織の協力要請に関すること。

11．炊き出しによる食料の確保に関すること。

12．ボランティアの受け入れに関すること。

13．ペット動物の収容調整。

14．その他、被災者の福祉、保健衛生に係る応急対策に関すること。

15．要配慮者の救助に関すること。

１．輸送車両の確保に関すること。

２．救護、救護物資及び避難者の輸送に関すること。

３．救援・救護物資及び避難者の輸送記録に関すること。
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部 班 所 掌 事 務 

 

 

１．避難所の運営に関すること。 
２．教育施設の応急対策に関すること。 
３．文化財等の応急対策に関すること。 

 

１．児童、生徒の避難及び救護に関すること。 
２．災害時における応急教育に関すること。 
３．学用品の調達、支給に関すること。 
４．災害時における学校給食に関すること。 
５．小中学校との連絡調整に関すること。  
６．社会教育関係団体の応援、協力要請に関すること。 

 

 

１．農林水産災害に対する応急措置及び復旧事業に関すること。 
２．被災業者に係る救護対策に関すること。 
３．治山、治水対策に関すること。 
４．災害時における物価抑制に関すること。 
５．観光入込み客対策に関すること。 

 

１．応急の食糧の供給計画の作成及び炊き出しの実施に関すること。 
２．生活必需物資の調達及び供給に関すること。 
３．救護、救護物資の調達及び供給に関すること。 
４．災害対策及び災害復旧に係る応急資機材等の調達に関すること。 

 

 
１．災害時の飲料水の確保に関すること。 
２．避難所及び断水地域の給水に関すること。 
３．水道施設の応急措置及び復旧事業に関すること。 

 

１．応急資財の需要計画の作成及び実施に関すること。 
２．災害時における土木建設用機械等の運用計画及び実施に関すること。 
３．その他、災害時における復旧事業の実施に関すること。 
４．水防区域の調査、監視に関すること。 

 

１．道路、橋梁、河川、海岸、港湾、公共施設等の応急措置に関すること。 
２．被害地の交通不能箇所の応急措置に関すること。 
３．障害物の除去に関すること。 
４．その他、災害時における復旧事業の実施に関すること。 

 

１．被害調査の収集及び被害状況の記録に関すること。 
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別表３

消防機関の水防分担区域

担当消防団分団 警 戒 河 川 名 警戒海岸名

第 １ 分 団 茂岩・塩越・滝の下・盃 茂岩・興志内・盃

第 ２ 分 団 カブト・照岸・糸泊・モヘル・臼別・寺 照岸・泊

第 ３ 分 団 玉川 茅沼

第 ４ 分 団 渋井・茶津 渋井

第 ５ 分 団 滝神川・旧堀株 堀株

別表４

水 防 区 域

水系河川 区 域

水系 河川名 左右岸の別 延 長（Ｍ） 地区名

１ 塩越 塩 越 川 普 左 岸 ３０Ｍ 興志内地区

２ 堀株 旧堀株川 普 右 岸 ８０Ｍ 堀 株 地 区

別表５

市街地における低地帯の浸水予想区域

危 機 区 域 予 想 さ れ る 被 害

地区名 場 所 面積（ha） 住宅（戸） 公共施設

１ 堀株地区 旧堀株川右岸 ０.８ ８ 駐車場
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別表６

高波・高潮・津波等により災害が予想され警戒を必要とする区域

高 波 ・ 高 潮 ・ 津 波

警 戒 区 域
地 域 警 戒 区 域 延 長

第 １ 区

茂 岩 海 岸

興 志 内 海 岸

盃 海 岸

３,６００m

第 ２ 区
照 岸 海 岸

泊 海 岸
２,１００m

第 ３ 区 茅 沼 海 岸 ６００m

第 ４ 区 渋 井 海 岸 ７００m

第 ５ 区 堀 株 海 岸 １,１００m

別表７

本村の区域内に設置されている雨量観測所の位置

◇雨量観測所

所管

区分

観測

所名
観測方法 住 所 種別 観測所

電話番号

（照会先）

泊村 泊 自記
泊村大字茅沼村字

臼別 191 番地の 7
雨量 泊村役場 75－2021
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別表８

水防用資機材の備蓄状況

平成２０年４月１日現在

水 防 倉 庫 の 概 要

所 属 所 在 地 面 積

泊 村 泊村大字茅沼字臼別１９１番地の７ ２５㎡

資 機 材 名 数 量 資 機 材 名 数 量

土のう袋 ４００枚 剣先スコップ １０本

水中ポンプ １台 ホース（３０ｍ） １本

別表９

樋 門 等 の 設 置 場 所

名 称
河川名

左右岸
位 置 管理者

連 絡 先

電話番号
断面形状 ｹﾞｰﾄ数

高谷地先

排水樋管

玉 川

(重要河川)
左 岸

泊村大字茅沼村

後志総合

振 興 局

小樽建設

管理部長

茅沼村

川村 勝彦

75－2749
１

別表１０

水 防 用 土 砂 推 積 場 所

推積場所 所 在 地 数量 備考（対象地域）

共和町海浜地

（国有地）
共和町梨野舞納 42－1 地先 ５０㎡ 全 村
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別表１１

村と関係機関と相互に行う通信連絡

機 関 名 連絡先
通 信 系 統

第 １ 第 ２ 第 ３

後 志 総 合 振 興 局
地域政策課

主 幹

℡

（0136）
23－1340

総合行政情報

ネットワーク

6－650－2191
車 利 用

後 志 総 合 振 興 局

小 樽 建 設 管 理 部

共 和 出 張 所

所 長
℡

62－1818
車 利 用 車 利 用

札幌方面岩内警察署 警 備 課
℡

62－0110
車 利 用 車 利 用

岩内・寿都地方消防

組合消防署（泊支署）
署 長

℡

75－2104
徒 歩 徒 歩

別表１２

村 の 巡 視 責 任 者

河 川 名 巡 視 担 当 課 巡視責任者 巡 視 員 数

茂 岩 川

塩 越 川

盃 川

モ ヘ ル 川

玉 川

建設水道課 建設水道課長 ５人
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（別紙様式１）

第 号

公用負担権限委任証

所属

職名

氏名

上記の者に泊区域における

水防法第２８条第１項の権限

行使について委任したことを

証明します。

平成 年 月 日

委任者氏名 印

（縦９㎝・横６㎝）

（別紙様式２）

第 号

公 用 負 担 命 令 書

住所

氏名

水防法第２８条第１項の規定により、次のとおり公用負担を命じます。

１．目的物

（１）所在地

（２）名 称

（３）種 類（又は内容）

（４）数 量

２．負担内容

（使用、収用、処分等について詳記すること。）

平成 年 月 日

命令者 職・氏名 印

（日本工業規格Ａ４版）



－ 21 －（
別
紙
様
式
３
）

水
防

活
動

実
施

報
告

書
自

年
月

至
年

月
（
泊
村
）

区
分

水
防

活
動

使
用

資
材

費
左

の
う

ち
主

要
資

材
３

５
万

円
以

上
使

用
団

体
分

備
考

団
体

数
活

動
延

人
員

主
要

資
材

そ
の
他
資
材

計
団

体
数

使
用

資
材

費

主
要

資
材

そ
の
他
資
材

計

県
(都

道
府

)分
前

回
迄

－
人 －

月
分

月
分

月
分

月
分

月
分

小
計

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

累
計

－
－

水
防

管
理

団
体

分
前

回
迄

(
)

月
分

月
分

月
分

月
分

月
分

小
計

(
)

(
)

(
)

(
)

(
)

(
)

累
計

円
円

円

（
作
成
要
領
）

１
「
前
回
迄
」
欄
は
、
前
回
報
告
分
に
か
か
る
「
累
計
」
欄
の
数
及
び
金
額
を
記
入
す
る
こ
と
。

２
「
団
体
数
」
欄
は
、（

）
書
に
は
、
当
該
月
内
に
水
防
活
動
を
行
っ
た
水
防
管
理
団
体
数
を
、
そ
の
他
の
欄
に
は
水
防
管
理
団
体
の
実
数
を
記
入
す
る
こ
と
。

３
「
月
分
」
欄
は
、
当
該
機
関
の
調
査
対
象
月
数
に
応
じ
区
分
す
る
こ
と
。
た
だ
し
、
水
防
活
動
を
行
わ
な
い
月
の
欄
は
不
要
。

４
「
主
要
資
材
」
欄
は
、
俵
、
か
ま
す
、
布
袋
類
、
た
た
み
、
む
し
ろ
、
な
わ
、
竹
、
生
木
、
丸
太
、
く
い
、
板
類
、
鉄
線
、
釘
、
か
す
が
い
、
蛇
籠
、
置
石
及
び
土
砂
の
使
用
額
を
記
入
す
る
こ
と
。

５
「
そ
の
他
資
材
」
欄
は
、
主
要
資
材
以
外
の
資
材
の
使
用
額
を
記
入
す
る
こ
と
。

６
「
左
の
う
ち
主
要
資
材
３
５
万
円
以
上
使
用
団
体
分
」
の
各
欄
の
記
入
は
、
水
防
管
理
団
体
分
の
「
累
計
」
欄
の
み
記
入
す
る
こ
と
。
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水
防

区
域

平
成

年
月

日
現
在

危
険

区
域

の
現

況
予

想
さ

れ
る

被
害

整
備

計
画

市
町
村
名

地
区

名
水

系
名

河
川

名
流

心
距

離
危
険
区
域

延
長

災
害

の

要
因

住
家

公
共

施
設

道
路

そ
の

他
実
施
機
関

概
要

① ②

泊
村

泊
村

興
志
内
地
区

堀
株

地
区

塩
越

川

旧
堀

株
川

塩
越

川

旧
堀

株
川

㎞

－ －

m
左
岸

30

右
岸

70

溢
水

溢
水

戸

１
０ ８

村 村

計
画
検
討
中

計
画
検
討
中

合
計
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市
街
地
に
お
け
る
低
地
帯
の
浸
水
予
想
区
域

危
険

区
域

の
現

況
予
想
さ
れ
る
被
害

法
令
等
に
お
け
る
指
定
状
況

整
備
計
画

市
町

村
名

地
区
名

場
所

危
険
区
域

面
積

災
害
の

要
因

住
家

公
共
施
設

道
路

そ
の

他
指

定

機
関

法
令
名

指
定

年
月
日

指
定

番
号

危
険
区
域
と
の
関
連

実
施

機
関

概
要

全
部

一
部

①
泊
村

堀
株

堀
株
村

番
地

ha

0.
8

低
地
浸
水

戸

８

㎞

村
計
画
検
討
中

合
計
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